
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成24年4月1日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務ｊ職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、
　　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

(3) 特記事項

（給与減額の状況）

（給料） 給料月額　一律４.５３％の減額

Ｈ25.4.1ラスパイレス指数

Ｈ25.4.1ラスパイレス指数（参考値）

Ｈ25.7.1ラスパイレス指数（減額後）

（手当） 時間外勤務手当の算出基礎となる給料月額は、減額後の給料月額。

（その他）

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や
　　　　　経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。

 　　　
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。

104.0
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　　計　　Ｂ
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　　　　　　％
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区　　分

19.0

　　　　　　　千円
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　　　　　　Ａ 職員手当 期末・勤勉手当

平成23年度の人件費率

人 件 費 率

　　　　　　　　　　　％

19.1

Ｂ／Ａ（平成24年度末）

11,399

　　　　　千円

実 質 収 支区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

勝央町の給与・定員管理等の状況

人 件 費

　　　　　　Ｂ

（参考）

4,610

千円

4,950,921

17,517

千円

135,578 544,032

千円

5,466

抑制済又は減額措置の内容

　　　　国の要請等を踏まえた

　　　　減額措置の取組
減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

実施

千円

平成２５年７月１日～平成２６年３月３１日

千円

（Ｈ20.4.1） 

94.6 
（Ｈ20.4.1） 

94.4 
（Ｈ20.4.1） 

94.2 

（Ｈ25.4.1） 

104.0 

（Ｈ25.4.1） 
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※参考値 
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（Ｈ25.4.1） 
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96.3 

（Ｈ25.4.1） 

※参考値 

95.4 

（Ｈ25.7.1） 

99.3 

（Ｈ25.7.1） 

102.3 （Ｈ25.7.1） 

101.4 

90

95
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105

勝央町 類似団体平均 全国町村平均 
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

参考

A/B

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

　　　③教育職については、該当なし

（注）１　「平均給料月額」とは、平成25年4月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての
　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で

　算出している。

      ３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国比較ベース）の括弧書きは、給与改定・臨時特例法による

　　　　給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

（2) 職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

（注）国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

354,600

-

円

円

国岡　山　県

184,000

円

円

円 円

337,763

国 49.9

岡山県職員

212,700

*****

*****

272,119

163,987
（172,200）

303,100 --

--

- - 歳 -

-

-

295,325

-

-

- --

平均給与月額
（B）

公　　務　　員 民　　間

-

-

勝央町 45.6 10 245,600 - -

区　　分
平均年齢 職員数

高　校　卒

中　学　卒

一般行政職

技能労務職

技能労務職

172,200

137,200

405,600378,700

-

大　学　卒

高　校　卒
133,418

（140,100）

-

-中　学　卒 *****

147,100

-

(286,850)

--

勝　央　町

歳 3,272 人
309,534

(325,400)

国 43.1 歳

勝央町 42.0

平均給与月額
（A）

経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

平均給与月額

-

平均給与月額

337,048311,900

平 均 年 齢 平均給料月額

（国比較ベース）

区　　分

類似団体 42.3

43.1

円
307,220

うち調理員

(332,446)

岡山県職員 417,737

314,293 354,477

234,500

平均給料月額

376,257

(405,463)

338,543

平均給与月額
（国比較ベース）

368,277

-

253,120

8

平均年齢

-

-

対応する民間
の類似職種

-

286,8906類似団体

一般行政職

区　　　　分

50.6

大　学　卒

高　校　卒

140,100

高　校　卒

区　　　　　分

245,700

*****

*****

*****

328,400

*****

*****

346,300

289,000

*****
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成25年4月1日現在）

（注）１　勝央町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）　平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）
　　　　　

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

　　　　　　　　人

10

　職員の業績、能力、意欲・態度を把握し、職員の執務について統一的に勤務実績の考課を行って、能力育成の指針とするととも
に、能力に応じた適正な人事配置を行うことにより勤労意欲の増進を促し、公務能率の向上を図るために、平成19年度から人事考
課を導入しているが、勤務成績の昇給への反映は行っていない。
　今後、人事考課が職員に定着し、考課者基準のレベルが整った時点において昇給時の昇給幅及び勤勉手当成績率算定の基礎
資料として活用する予定。

14.9

14.9

構成比職員数区　　分

　　　　　　　　人

２　　級

４　　級

・相当高度な知識又は経験を必要と
　する主事又は技師
・主任

標準的な職務内容

・高度の知識又は経験を必要とする
　主事又は技師

　　　　　　　　人

３　　級

・主事補又は技師補の職務
定期的な業務を行う主事又は技師

　　　　　　　　人

６　　級

５　　級 ・参事補、室長補佐及び園長

１　　級

　　　　　　　　人
・主査

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

17.9

19.4

12

11

13

289,200 400,600

円 円
・参事、局長及び室長

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

16.4

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

16.4

11

135,600

最高号給の
給料月額

円

243,700

円 円

１号給の
給料月額

円

185,800 307,800

円 円

222,900 354,700

円 円

261,900 388,300

円 円

　　　　　　　　％

10

320,600 422,600

１級 

14.9% 

１級 

15.5% 

１級 

16.2% 

２級 

14.9% 

２級 

14.1% 

２級 

10.8% 

３級 

16.4% 

３級 

18.3% 

３級 

23.0% 

４級 

17.9% 

４級 

16.9% 

４級 

17.6% 

５級 

16.5% 

５級 

15.5% 

５級 

14.8% 

６級 

19.4% 

６級 

19.7% 

６級 

17.6% 

0%
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平成25年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合） （平成23年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ - ）月分 ( - ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算5％～15％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

※岡山県では職員の給与の特例に関する条例により、岡山県職員の給料及び期末勤勉手当は7.4％削減されています。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成25年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （2%～20%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当については該当なし

 (4) 特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

千円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

1.35

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 23 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 24 年 度 決 算 ）

2.3

1件当たり1,500円

5,702

手当の名称

清掃作業従事手当

左記職員に対する支給単価

支給実績（平成24年度決算）

2

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度）

現在、勤務実績の勤務手当への反映は行っていない。
一律支給：6月　0.675月分、12月　0.675月分

国勝　　央　　町

1.35

38.955

17,199

55.8655.86

千円

月額3,500円

36

25,500

48

29

3,435

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 24 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ）

109

*****

46.55

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

55.86

手当の種類（手当数）

55.86

28.7875

千円

１人当たり平均支給額（平成24年度）

岡山県職員

国

1,149

勝　　央　　町

―
1,491

１人当たり平均支給額（平成24年度）

役職加算　5～20％
管理職加算　15～25％

役職加算　5～20％
管理職加算　10～25％

2.60 1.375

0.651.45

2.60

84,000

32.83

2.60

23.03 28.7875

38.95532.83

23.03

55.86

55.86

46.55

千円

火葬処理

支給実績
（平成２４年度決算）

0.651.45

火葬手当

主な支給対象職員

清掃作業の自動車の運転に
従事した職員

火葬処理作業に従事した職員

主な支給対象業務

清掃作業

4



（6) その他の手当（平成25年4月1日現在）

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

在職期間1年につき100分の500 14,400,000円 任期満了時

在職期間1年につき100分の300  7,320,000円 任期満了時

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

副 町 長

3.95

議 長

610,000

副 町 長

町 長

国の制度
との異同

異

異

異

自動車等の使用を常例とし、通勤距離
が片道2㎞以上であること
片道使用距離により、1,200円～
33,000円

平成24年度から支給なし 支給なし

対象級・金額

片道1kmあたり
200円

846,000

同

給 料 月 額 等

千円 215,263

191,100

676,000

260,000

（平成24年度決算）
支給職員１人当たり

平均支給年額

253,385千円

4,584

0

193,000

0

千円

千円

千円

508,500

247,000

備　　　　考

副 議 長

172,900

720,000

340,000

期
末
手
当

議 員

2.95

　　（平成24年度支給割合）

52,091

（平成24年度決算）
異なる内容
国の制度と

3歳以上12歳以下（小学校修了前）の
児童に対し、
第1子及び第2子は月額5,000円
第3子以降は、月額10,000円
3歳未満は、月額10,000円

内容及び支給単価

扶養手当

220,000議 員

同

ア配偶者13,000円
イ配偶者以外の扶養親族
　①1人につき6,500円
　②配偶者非扶養の場合
　　そのうち1人について6,500円
　③配偶者がいない場合
　　そのうち1人について11,000円
特定期間の加算　5,000円

児童手当

区 分

収 入 役

町 長

通勤手当

管理職手当

議 長

副 議 長

町 長

240,000

　　（平成24年度支給割合）

手　当　名

報

酬

住居手当

6級（参事相当職）　27,000円
5級（参事補相当職）　18,000円

副 町 長

270,000

300,000

支給実績

（参考）類似団体における最高／最低額

517,200

退
職
手
当

給

料

6,588

4,090

7,527
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。（教育長含む。）
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（平成25年4月1日現在）

（注）　　職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含まない。）

　　　　　　　　区　　分

　部　　門 平成24年 平成25年

対前年
増減数

職 員 数

55歳

56歳

人
職員数

20 15

86.85

74.85

～

20歳

5

水道
6
3　公

　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

消防部門

その他

小　計

小　計

退職・減員があったが不補充

100.00

131 -4

＜参考＞

0

合　　計
135

[      157      ］

52

下水道

組織・機構の改革に伴う減

＜参考＞

退職・減員があったが不補充
保健師の欠員を補充

-2

＜参考＞

94.01

52歳

114.92

9140

人 人

6 16

人 人

～

36歳

～

人

11

人

～

39歳

17

24歳

～

区　分

32歳

未満 23歳

～

20歳 28歳

27歳 31歳

119

101

1

18

9

人

-2

12 1300

人 人 人

民生
1

59歳43歳

～

計

[      157      ］

6

40歳

0

60歳

8

0
労働

総務
税務

普
通
会
計
部
門

教育部門

0議会

5

2
0

2

一
般
行
政
部
門

16

0

主 な 増 減 理 由

[           ］

人

0

47歳

44歳

35歳

職員の派遣（後期高齢）

116

以上

～

15

18

人

～

51歳

～

48歳

1

3

衛生

農林水産
0

土木

99

7
50

商工
7

114

-3

0

0

0

7
1

8

11

0

7

0
-1

10

16

0

計

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20

構成比 

５年前の構成比 

% 

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

23 27 31 35 39 43 47 51 55 59

歳

未

満

歳

以

上
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(3)職員数の推移

（単位　：　人　・　％）

（注）　　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。（教育長を含む。）

７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
       ２　職員数は、平成24年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

※なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収には、期末・勤勉手当等を含む。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算5％～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

15

―

114

17

131

99

平成
24年度

基本給

3,9543

総費用に占める

める職員給与費比率Ｂ　

353,532

職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

％

453,750

期末・勤勉手当

勝 央 町 41.3

5,445

1,318 1,476

千円

１人当たり平均支給額（平成24年度）

給　 料

人

300,472

1,564

16,335 4.04

137

職員給与費比率

千円　 ％

△ 44,074

類似団体平均

　　　　　　Ａ

一人当たり

千円

　　　　　　区　　分

520,694

千円

平　均　年　齢

　　　　　千円

6,258

　　計　　Ｂ 市町村平均給与費

平均月収額

　　　　給与費 　　B/A

16,335

千円

区　　分

（参考）総務省提供

千円

区　　分 職員数

4.44

　質収支 平成23年度の総費用に占

　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用

10,817

45.2

1.35

138

類似団体平均

404,806

総合計

Ａ  

　　　　千円

２３年

101

119

２４年

140

20

135

20

138

118

― ―

1919

―

２５年２１年 ２２年

普通会計計

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

教　育

２０年
過去５年間

の増減数（率）

18

―

▲4(▲21.1%)

2(2.1%)

19

勝　　央　　町

１人当たり平均支給額（平成24年度）

公営企業等会計計

消　防

116

一般行政

▲9（▲6.4%）

平成
24年度

▲7（▲29.2%）

97 98 99

24 18

―

120117

16

▲2(▲1.7%)

101

19

―

千円　

純損益又は実

2.60
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イ　退職手当（平成25年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （2%～20%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、*****年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当については該当無し

エ　特殊勤務手当については該当無し

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成25年4月1日現在）

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

　実績無し

勝　　央　　町

38.955

46.55

32.83

55.86

28.7875

異 対象級・金額 324,000

0

107,000通勤手当

自動車等の使用を常例とし、通勤距離
が片道2㎞以上であること
片道使用距離により、1,200円～
33,000円

異
片道1kmあたり
200円

214 千円

324 千円

異 支給なし

管理職手当
6級（参事相当職）　27,000円
5級（参事補相当職）　18,000円

0 千円住居手当 平成24年度から支給なし

254扶養手当

ア配偶者13,000円
イ配偶者以外の扶養親族
　①1人につき6,500円
　②配偶者非扶養の場合
　　そのうち1人について6,500円
　③配偶者がいない場合
　　そのうち1人について11,000円
特定期間の加算　5,000円

同 507 千円

平均支給年額
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容 （平成24年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 13

（平成24年度決算）手　当　名 内容及び支給単価

55.86

国

*****

55.86

38.955

54.782

23.03

55.86

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 26

支 給 実 績 （ 平 成 24 年 度 決 算 ） 170

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 24 年 度 決 算 ） 85

54.782

23.03

32.83

46.55

*****

28.7875
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８　職員の勤務時間その他勤務条件

（１）　勤務時間の状況

（注） 公務の運営上の事情により、特別な形態によって勤務する必要がある職員（図書館等）は、上の表

以外の勤務時間の割り振りによります。（１日８時間勤務から１日７．７５時間勤務に変更）

（２）　休暇、休暇制度の取得状況

　職員の休暇、休暇制度については、勝央町職員の勤務時間、休暇等に関する条例、規則や職員の育児休業等に関する条例、

規則等に基づいて定められており、主な休暇、休業の状況は下の表のとおりです。

２０日（１年当たり） 日

３日（毎年７月１日～９月３０日までの期間） 日

産前８週間・産後８週間 人

原則９０日以内 人

６月以内 人

５日以内（小学校就学の始期に達するまでの子） 人

子が３歳に達するまでの期間のうち、申請して承認された期間 人

９　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況

平成24年度の分限処分の状況は、下の表のとおりです。

（注） 分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保から、職員がその職責を十分に果たすことができない

場合に行われる、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分のことをいいます。

（２）懲戒処分の状況

平成24年度の懲戒処分の状況は、下の表のとおりです。

（注） 懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持する目的から、職務上の義務違反など公務員としてふさわしくない

非行がある場合に行われる処分をいいます。

2人 0人

0人0人 0人 0人 0人

7.7

取 得 者

2人

9

2.7

3

介護休暇

戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

0人 0人

0

6

育児休業

看護休暇

降　任 免　職 休　職 降　級 合　計

8

夏季休暇

産前・産後休暇

病気休暇

平 均

平 均

取 得 者

取 得 者

取 得 者

取 得 者

年次有給休暇

区　　分 休暇（休業）期間 平成24年度取得状況

休憩時間

休息時間

勤務時間 午前８時３０分～午後５時１５分

午後１２時00分～午後１時

廃　　止

平成２１年３月３１日まで

午前８時３０分～午後５時１５分

午後１２時１５分～午後１時

廃　　止

平成２１年４月１日以降

9



１０　職員の服務の状況

（１）職員の守るべき義務の概要

（２）職務専念義務免除の状況
平成24年度の職務専念義務免除の状況は、下の表のとおりです。

研修を受ける場合

厚生に関する計画に実施に参加する場合

町長が別に定める場合

（３）営利企業等従事許可の状況
　職員は、任命権者の許可を得なければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ねたり、報酬を得ていかなる事業若しくは事務に

も従事してはならないとされています。（地方公務員法第３８条）

１１　職員の研修及び人事考課の状況
（１）職員の研修の状況(平成24年度）

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人
（注） 上の表の研修は、総務部が管理する研修です。この他、各部（局・室）での業務の専門的研修があります。

（２）人事考課の状況

　人事考課は、直属の参事等により業務目標の達成度や職務遂行能力などについて評価され、職員の資質向上など

人材育成を主眼とし行っており、今後、昇任・昇格・人事異動の資料として組織の活性化に活用していく予定です。

62

2

2

4

4

4

3

0

1

3

2

7

3

4

4

61

9

4

4

2

職員派遣研修

文章力向上

メンタルヘルス

その他（セミナー等）

1

問題解決スキル

専
門

一般職員上級

地方自治・公務員法

法制執務研修

クレーム対応研修

行政法研修

対人能力向上研修

県職員との人事交流

自治大学校

岡山県市町村職員研修センター実施の研修

新規採用職員研修

必
須

新任係長研修

一般職員初級

一般職員中級

新任課長研修

新任課長補佐研修

2件

営利企業等従事許可申請・許可件数

内　　　　容 申請件数 許可件数

0件 0件

地方公務員法第３０条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のため勤務し、かつ、職務の遂行

に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法

は職員に対し、秘密を守る義務（同法第３４条）、職務に専念する義務（同法３５条）、政治的行為の制限（同法第３６条）、争議行為等の

禁止（同法第３７条）、営利企業等の従事制限（同法第３８条）など服務上の強い制約を課しています。

0件

0件

免　除　の　事　由 承　認　件　数

合　　　　計

基本スキル研修

特別研修
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１２　職員の福祉等の状況

（１）福利厚生制度の状況

　公務能率の向上を図るため、職員の健康管理等の厚生事業を実施しており、平成25年度の状況は下の表のとおりです。

人

人

人

人

（２）共済制度の状況

社会保障の一環としての共済制度の概要は、次のとおりです。

① 岡山県市町村職員共済組合

② （ア）短期給付事業 病気・ケガ・出産・死亡・休業・災害に対して必要な給付を行う。

（イ）長期事業 退職・障害・死亡に対して年金又は一時金の給付を行う。

（ウ）福祉事業 健康診断などの健康の保持増進事業、貸付などを行う。

③ 必要な費用は、「組合員の掛金」と「地方公共団体の負担金」によって賄われています。

主な短期給付の状況は、下の表のとおりです。

件

件

件

件

件

件

件

件

（注） H24.4.1～H25.3.31の期間に給付されたのべ件数及び金額となっています。

（注） 給付実績は、組合員とその家族（被扶養者）を含めた金額となっています。

（３）公務災害補償制度の状況

　公務災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤による災害を受けた場合に、その災害

によって生じた損害の補填（補償）と、被災職員の社会復帰の促進及び職員・遺族の援護を図るために必要な事業（福祉事業）

を行うことを目的としています。

　具体的には、地方公務員法４５条に基づいて定められた地方公務員災害補償法によって定められています。

　公務災害又は通勤災害と認定された件数は下の表のとおりです。

１３　勤務条件及び不利益処分に関する不服申立て等の状況
　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、必要な措置を講じるとともに、職員に対する
不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定を行う岡山県人事委員会に事務を委託しています。

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

平成24年度の措置の要求はありません。

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況

平成24年度の不服申立てはありません。

10 31,400 円

30 696,100 円

20 549,869 円

7 2,940,000 円

件　　　数 金　　　額

災害見舞金 0 円

0 円

6,079,035 円

0

0

0

9

円0

入院附加金

家族療養費附加金

保健
給付

休業
給付

付　加
給付等

災害
給付

高額療養費

出産費

傷病手当金

育児休業手当金

福利

事業

機 関

事 業 概 要

財 源

療養費・移送費

区分 主な内容

区分 主　な　項　目 対　象　者　等 実　施　状　況

80

67健康

管理

全職員定期健康診断

冠婚葬祭等に係る給付事業及び文化レクリエー
ション等の福利増進事業に対しての補助

職員互助会への補助

希望職員子宮がん検診

補助金額
　　0千円

15

43

希望職員

希望職員

一般ドック

脳ドック

0件

認定件数

うち公務災害

うち通勤災害

0件

0件

平成24年度実績
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